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１．実施協議にむけての団長所感（現地事前評価調査終了時作成）

（1）地方行政・環境省の調整能力

　地方行政・環境大臣は前クナイトラ県知事であり、環境担当の副大臣は環境省内で国連開

発計画（UNDP）の砂漠化防止プログラムの責任者を務めていた人である。地方行政・環境

省の幹部は地方環境局長を含めて、必ずしも環境行政の経験を有する人材が適正配置されて

いない状況にある。したがって今後プロジェクトの内容をさらに協働で詰めるにあたって

は、全国の14支局長の積極的な参画が不可欠であるため、今後も地方行政・環境省が調整能

力を発揮して地方環境局との連絡を密にとり、プロジェクトの実施に向けて本格的な取り組

みを促す必要がある。

（2）国家企画庁（SPC）の関与

　シリア側カウンターパート機関と協働で実施する本件プロジェクトを円滑に進めるために

は、SPCの積極的な関与が必要となる。プロジェクトの開始段階からSPC代表が参画し、具

体性を有する成果を得られるように、国際協力担当窓口機関の立場からの意見も大事にし、

積極的な関与を促すべきである。

（3）協働による遂行の重要性

　現地関係者との懇談ならびに現場視察を通じて、シリア側カウンターパート機関の代表者

である大臣、副大臣からは、これまでの予備調査ならびに事前評価調査の段階において協議

してきた項目については、プロジェクトを実現させるためにシリア側が討議議事録（R／D）

署名に向けて準備する項目を、確実に準備してゆくとの意見が表明された。

　シリア側カウンターパート機関の積極的な参画により、今後プロジェクトの実施に向けて

の準備態勢を主体的に整えていただき、その協働環境の醸成を基盤にして JICA 専門家チー

ムが技術的な支援を行うという技術協力プロジェクト本来の望ましい形での協力が進められ

るように今後もフォローする必要がある。
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